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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
立坑と前記立坑に連通形成された横坑からなる地下貯蔵施設において、前記横坑の任意の
地点に配置された複数のガス濃度センサからのガス濃度に異常が発生した場合に、前記横
坑の任意の地点に配置された複数の誘導手段に避難誘導の指示を行う安全監視システムで
あって、
　メインサーバと、前記メインサーバに対して前記ガス濃度センサからのガス濃度情報を
送信し、かつ前記誘導手段に対して前記メインサーバからの避難誘導指示情報を送信する
複数のサテライトサーバとを備え、
　前記ガス濃度センサは、ガス濃度を検知して該検知したガス濃度情報を前記サテライト
サーバへ送信するようになっているとともに、前記誘導手段は、前記メインサーバからサ
テライトサーバ経由で送信される避難誘導指示を表示するようになっている安全監視シス
テムにおいて、
　前記メインサーバは、
　前記立坑と前記横坑との関連を記憶する空間位置情報記憶手段と、
　前記ガス濃度センサからの情報について、該ガス濃度データが正常な状態の情報か、異
常な状態の情報かを判定する計測データ判定手段と、
　前記計測データ判定手段において異常な状態の情報と判定された地点を記憶する空間位
置状況記憶手段と、
　前記計測データ判定手段が異常な状態の情報と判定したときに、異常な状態と判定され
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た地点以外の地点に対して、避難ルートを選択する避難ルート選択手段と、
　前記避難ルート選択手段によって選択された避難ルートに該当する前記横坑の任意の地
点に対して避難誘導表示を指示する誘導表示制御手段と、
を有するとともに、
　前記空間位置情報記憶手段は、前記各ガス濃度センサ及び前記各誘導手段の管理範囲と
して前記横坑の坑軸に沿って設定された区画ごとに前後の区画及び避難先との位置関係を
空間位置データマスタとして予め作成するとともに、前記各区画で想定される全ての避難
ルートを前記空間位置データマスタを用いて該区画ごとに設定することにより区域別避難
ルートマスタを予め作成するようになっており、
　前記空間位置状況記憶手段は、前記ガス濃度センサからのガス濃度データが計測データ
判定手段によって異常と判定されたとき、前記区域別避難ルートマスタに保存された全て
の避難ルートのうち、前記判定に係る区画が含まれる避難ルートが除外されたものを避難
ルート候補として空間位置状況ファイルに記録するようになっており、
　前記避難ルート選択手段は、前記空間位置状況ファイルに記録された避難ルート候補か
ら、予め定められた避難ルート選択基準の優先順位に従って避難ルートを定めるようにな
っており、
　前記誘導表示制御手段は、前記誘導手段のうち、前記避難ルートに該当する地点に配置
された誘導手段に対し、前記サテライトサーバを介して前記避難誘導指示情報を送信する
ようになっていることを特徴とする安全監視システム。
【請求項２】
前記計測データ判定手段を、前記横坑内の正常な状態あるいは異常な状態の判定が、あら
かじめ定められたガス別の濃度基準によって行われるように構成した請求項１記載の安全
監視システム。
【請求項３】
前記避難ルートの避難先を前記立坑及び一時避難場所とし、前記避難ルート選択基準を最
短の避難距離であるかどうかを基準とした請求項１又は請求項２記載の安全監視システム
。
【請求項４】
前記ガス濃度センサ及び前記誘導手段を、前記横坑内の任意の位置に対にして配置した請
求項１乃至請求項３のいずれか一記載の安全監視システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主として高レベル放射性廃棄物のガラス固化体を貯蔵するための地下貯蔵施
設又はその研究施設における安全監視システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電所で使用された後の使用済燃料については、そのまま廃棄するのではなく、
再処理施設でウランやプルトニウムを回収することでその有効利用が図られるが、再処理
の際、高レベル放射性廃棄物と呼ばれる廃液が生じる。
かかる廃液は放射能レベルが高く、半減期がきわめて長いものも含まれるため、我が国で
は、ガラス固化によって安定した形態とした上、深さ３００ｍ以上の深地層に地下貯蔵施
設を建設し、該地下貯蔵施設に最終処分されることになっている。
高レベル放射性廃棄物の地下貯蔵施設は、現在のところ立地が未定であるが、将来の建設
を踏まえ、その研究施設については建設中であり、深地層での環境調査等を含めた研究開
発が進められているところである。
地下貯蔵施設又はその研究施設は、地盤内に深さ数百ｍの立坑を掘削するとともに、該立
坑から水平方向に向けて横坑が掘削形成されてなり、上述した高レベル放射性廃棄物のガ
ラス固化体は、かかる横坑に貯蔵される。
横坑は、深さもさることながら、水平長が数百ｍにも及ぶものであり、平面的にも大きな



(3) JP 5531242 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

拡がりを持つ大規模な地下施設となる。
【０００３】
　ところが、このような地下施設に対する防災システムの従来例としては、特許文献１に
記載のように、石炭等の地下資源の採掘において、坑道が次第に延長され、鉱脈の状況に
よって複雑で迷路のように進捗されていく。そこで、例えば、一酸化炭素やメタンなどの
ガスを検知するガスセンサや、火災検知のための温度センサ等を坑道の各所に配設して、
当該センサをモデム等を介して有線で地上に導出し、監視装置に接続し、監視員がモニタ
するように監視システムが構築され、前記各センサは、前記監視装置におけるコンピュー
タからの指令により、定期的に検知データが監視装置に送られ、該検知データにより監視
装置の坑道マップ上に反映されるようになっている形態であり、あくまで、中央の監視装
置を中心とした防災システムである。そのため、例えば、災害が発生したときにおいて、
中央の監視装置からの各種指令を人的な手段等で伝達して災害を防止する形態となってい
たため、作業員の安全を確保できるような迅速かつ適切な対応が取れる状況ではなかった
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２６６５９９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、前記背景技術の問題点に鑑み、水平及び鉛直両方向に展開された三次元的な
拡がりを持つ大規模な地下施設において、異常あるいは災害発生場所の迅速な把握と、そ
れに伴う避難誘導路の選択、ならびに避難誘導の迅速かつ適切な指示等によって、作業員
の安全を確保できる安全監視システムを構築することを課題とする。
特に、通常のトンネルと同様、酸素濃度の低下や硫化水素あるいはメタンといった有毒ガ
スあるいは可燃性ガスの発生に対し、作業員の安全を確保できるような迅速かつ適切な対
応を取ることができることが不可欠となる。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る安全監視システムは請求項１に記載したように、立坑と前記立坑に連通形
成された横坑からなる地下貯蔵施設において、前記横坑の任意の地点に配置された複数の
ガス濃度センサからのガス濃度に異常が発生した場合に、前記横坑の任意の地点に配置さ
れた複数の誘導手段に避難誘導の指示を行う安全監視システムであって、
　メインサーバと、前記メインサーバに対して前記ガス濃度センサからのガス濃度情報を
送信し、かつ前記誘導手段に対して前記メインサーバからの避難誘導指示情報を送信する
複数のサテライトサーバとを備え、
　前記ガス濃度センサは、ガス濃度を検知して該検知したガス濃度情報を前記サテライト
サーバへ送信するようになっているとともに、前記誘導手段は、前記メインサーバからサ
テライトサーバ経由で送信される避難誘導指示を表示するようになっている安全監視シス
テムにおいて、
　前記メインサーバは、
　前記立坑と前記横坑との関連を記憶する空間位置情報記憶手段と、
　前記ガス濃度センサからの情報について、該ガス濃度データが正常な状態の情報か、異
常な状態の情報かを判定する計測データ判定手段と、
　前記計測データ判定手段において異常な状態の情報と判定された地点を記憶する空間位
置状況記憶手段と、
　前記計測データ判定手段が異常な状態の情報と判定したときに、異常な状態と判定され
た地点以外の地点に対して、避難ルートを選択する避難ルート選択手段と、
　前記避難ルート選択手段によって選択された避難ルートに該当する前記横坑の任意の地
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点に対して避難誘導表示を指示する誘導表示制御手段と、
を有するとともに、
　前記空間位置情報記憶手段は、前記各ガス濃度センサ及び前記各誘導手段の管理範囲と
して前記横坑の坑軸に沿って設定された区画ごとに前後の区画及び避難先との位置関係を
空間位置データマスタとして予め作成するとともに、前記各区画で想定される全ての避難
ルートを前記空間位置データマスタを用いて該区画ごとに設定することにより区域別避難
ルートマスタを予め作成するようになっており、
　前記空間位置状況記憶手段は、前記ガス濃度センサからのガス濃度データが計測データ
判定手段によって異常と判定されたとき、前記区域別避難ルートマスタに保存された全て
の避難ルートのうち、前記判定に係る区画が含まれる避難ルートが除外されたものを避難
ルート候補として空間位置状況ファイルに記録するようになっており、
　前記避難ルート選択手段は、前記空間位置状況ファイルに記録された避難ルート候補か
ら、予め定められた避難ルート選択基準の優先順位に従って避難ルートを定めるようにな
っており、
　前記誘導表示制御手段は、前記誘導手段のうち、前記避難ルートに該当する地点に配置
された誘導手段に対し、前記サテライトサーバを介して前記避難誘導指示情報を送信する
ようになっているものである。
【０００７】
　また、本発明に係る安全監視システムは、前記計測データ判定手段を、前記横坑内の正
常な状態あるいは異常な状態の判定が、あらかじめ定められたガス別の濃度基準によって
行われるように構成したものである。
【０００８】
　また、本発明に係る安全監視システムは、前記避難ルートの避難先を前記立坑及び一時
避難場所とし、前記避難ルート選択基準を最短の避難距離であるかどうかを基準としたも
のである。
【０００９】
　また、本発明に係る安全監視システムは、前記ガス濃度センサ及び前記誘導手段を、前
記横坑内の任意の位置に対にして配置したものである。
【発明の効果】
【００１０】
本発明の安全監視システムを実施することにより、つぎの効果を得ることができる。
１）横坑の一部で作業員に危害が及ぶガスの濃度変動が検出されたとき、横坑のどこにい
ようと、避難指示又は一時待機指示の知らせを速やかに受けることが可能となり、ガスを
原因とした事故を未然に防止することが可能となる。
２）すなわち、ガスの濃度変動検出の知らせを受けて地下貯蔵施設に立ち入った救急隊員
などはもちろんのこと、日常的に出入りしている作業員や研究員であっても、地下貯蔵施
設の立体構造が複雑な場合には、緊急時における冷静な行動対処が困難になることもあっ
て、たとえ危険エリアで警報装置が作動していたとしても、それだけではどの方向に避難
すればよいのか、判断が遅れて適切な行動をとることができず、結果として二次災害が起
きる懸念もある。これらを未然に防止することができる。
３）また、立坑への避難ルート、又は一待避エリアヘの一時待避ルートがサテライトサー
バに設けられた誘導手段を介して明確に表示されるため、危険エリアから速やかに避難し
、あるいは一時待避することが可能となる。
４）また、避難ルートや一時待避ルートは、危険エリアの場所によって常に変化するため
、例えば避難方向や一時待避方向を矢印で示す構成においては、避難方向又は一時待避方
向を切替自在に表示できる構成とし、例えば電光掲示板あるいはそれに類似するもので構
成することにより、時々刻々の変化に対応することが可能となる。
５）立坑や横坑の構造あるいは規模は任意であって、横坑のうち、ある場所で生じたガス
濃度の変動が、その場所から離隔した横坑に影響が及んで避難や一時待避が必要になる限
り、例えば立坑が１本でその立坑から一本の横坑が延びている最小限の構成をはじめ、１
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本の立坑から異なる深さごとに複数の横坑が延びている場合や、複数の立坑から異なる深
さごとに複数の横坑が延びている場合が含まれる。ちなみに、多くの立坑や横坑が複雑に
交錯している場合ほど、本発明による安全性向上の効果が顕著となる。
６）さらに、ガス濃度センサとあわせて、坑道壁面からの湧水量、地下水圧、間隙水圧、
地下水や溶存ガスの性状、間隙水圧といった様々なデータを計測する既設のモニタリング
装置を併設することで、多方面の災害防止に対応した安全監視システムとすることができ
る。
７）一方、本発明の安全監視システムによって、模擬的な異常値を再現させることで、避
難誘導等の訓練用としても活用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明に係る安全監視システムの一実施例としてのシステム構成図である。
【図２】本発明に係る安全監視システムの処理手順の一実施例を示す処理フローチャート
である。
【図３】本発明に使用する空間位置データの一実施例である。
【図４】本発明の避難ルート設定の処理手順の一実施例を示す処理フローチャートである
。
【図５】本発明の避難ルート設定に使用する区域別避難ルートマスタＭ２の構成を示す。
【図６】本発明の避難ルート選定の処理手順の一実施例を示す処理フローチャートである
。
【図７】本発明のガス濃度異常の限界値を判別する計測データ基準値マスタの一実施例を
示す。
【図８】本発明の安全監視システムを適用する地下貯蔵施設の構成を示した図である。
【図９】本発明の安全監視システムにおける立坑、横坑へのシステム構成機器配置ならび
に避難装置の表示内容を示した図である。
【図１０】本発明の安全監視システムを適用する地下貯蔵施設への避難装置の表示内容の
第２の例を示した図である。
【図１１】本発明の安全監視システムを適用する地下貯蔵施設への避難装置の表示内容の
第３の例を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の安全監視システムは、立坑と前記立坑に連通形成された横坑からなる地下貯蔵
施設において、前記横坑の任意の地点に配置したガス濃度センサからのガス濃度に異常が
発生した場合に、前記横坑の任意の地点に配置した誘導手段に避難誘導の指示を行う安全
監視システムであり、その構成は、メインサーバと、前記メインサーバに対して前記ガス
濃度センサからのガス濃度情報を送信し、かつ、誘導手段に対してメインサーバからの避
難誘導指示情報を送信する複数のサテライトサーバと、前記横穴の任意の地点のガス濃度
を検知し、該検知したガス濃度情報を前記サテライトサーバへ送信する複数のガス濃度セ
ンサと、前記メインサーバからサテライトサーバ経由で送信される避難誘導指示を前記横
穴の任意の地点に表示する誘導手段とを有しており、前記メインサーバは、前記立坑と前
記横坑との関連を記憶する空間位置情報記憶手段と、前記ガス濃度センサからの情報につ
いて、該ガス濃度データが正常な状態の情報か、異常な状態の情報かを判定する計測デー
タ判定手段と、前記計測データ判定手段において異常な状態の情報と判定された地点を記
憶する空間位置情報記憶手段と、前記計測データ判定手段が異常な状態の情報と判定した
ときに、異常な状態と判定された地点以外の地点に対して、避難ルートを選択する避難ル
ート選択手段と、前記避難ルート選択手段によって選択された避難ルートに該当する前記
横穴の任意の地点に対して避難誘導表示を指示する誘導表示制御手段とで構成されている
。
【００１３】
　また、前記計測データ判定手段においては、前記横坑内の正常な状態あるいは異常な状



(6) JP 5531242 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

態の判定を、あらかじめ定められたガス別の濃度基準により判定するように構成されてい
る。
　また、前記避難ルート選択手段で選択される避難ルートの避難先は、立坑ならびに一時
避難場所であり、該避難ルート選択基準は、最短の避難距離で行うように構成されている
。
　さらに、前記ガス濃度センサと前記誘導手段とは、前記横坑内の任意の位置に対にして
配置されている。
【００１４】
　これらの構成を図１を基に説明する。
　本発明の安全監視システム１は、全体を統括管理するメインサーバ２と、それに接続さ
れる複数のサテライトサーバ７と、サテライトサーバ７に接続され横坑各所のガス濃度状
況を検知し、そのガス濃度状況をガス濃度情報としてサテライトサーバ７へ送信する複数
のガス濃度センサ１１と、さらに、サテライトサーバ７を経由してメインサーバ２から送
信される避難誘導指示情報を表示する複数の誘導手段１２とで構成する。
【００１５】
　メインサーバ２は、演算処理部３と、演算処理部で処理される各種の処理手段（プログ
ラム）を格納した制御手段４と、演算処理部３での処理結果をサテライトサーバ７へ送信
し、かつ、サテライトサーバ７からの情報を受信するＭ送・受信部５を持ち、演算処理部
３の演算処理に必要な各種データを収容したデータベース６とで構成されている。
【００１６】
　制御手段４は、本発明の監視対象である立坑と横坑の空間の位置関係ネットワークを記
憶させる空間位置情報記憶手段Ｔ１と、ガス濃度センサ１１からのガス濃度情報を受信す
るガス濃度データ受信手段Ｔ５と、前記ガス濃度情報に対して正常な値か、異常な値かを
判定する計測データ判定手段Ｔ２と、前記計測データ判定手段Ｔ２で異常と判断したガス
濃度センサ１１の位置を記憶する空間位置状況記憶手段Ｔ３と、前記異常と判断したガス
濃度センサ１１の位置をもとに、その異常となったガス濃度センサの位置以外の場所いわ
ゆる誘導手段１２に対して避難のための退避ルートを選択する避難ルート選択手段Ｔ４と
、前記異常となったガス濃度センサの位置以外の場所いわゆる誘導手段１２に対して避難
誘導の方向表示を行う誘導表示制御手段Ｔ６とを収納している。
【００１７】
　データベース６は、演算処理部３で、各種制御手段４の制御を行うに必要な、立坑と横
坑の空間の位置関係ネットワークを記憶した空間位置データマスタＭ１と、横坑別の避難
ルートの基本を記憶した区域別避難ルートマスタＭ２と、ガス濃度センサからのガス濃度
情報の正常、異常を判定する基準値を記憶した計測データ基準値マスタＭ３と、前記空間
位置データマスタＭ１を基に、ガス濃度センサの異常値発生の位置を記憶する空間位置状
況ファイルＦ１とで構成する。
【００１８】
　一方、前記メインサーバ２に接続したサテライトサーバ７は、必要に応じて複数配置す
るが、メインサーバ２と前記横坑に配置した複数のガス濃度センサ、さらには、複数の誘
導手段１２との中継を果たす役割であり、その内部には、メインサーバ２との送・受信を
行うＳ１送・受信部と、複数のガス濃度センサ１１からの受信、ならびに誘導手段１２へ
の送・受信を行うＳ２送・受信部と、これらの送・受信の制御を行う制御部８とで構成し
、該制御部８には、ガス計測データ制御部、誘導手段制御部、送・受信制御部の機能を持
つが、原則的には、メインサーバ２とガス濃度センサ１１、誘導手段１２との中継機能を
主目的とする。
【００１９】
　ここで、サテライトサーバ７、ガス濃度センサ１１、ならびに、誘導手段１２との関係
について説明する。
前記では、サテライトサーバ７が複数のガス濃度センサ１１と複数の誘導手段１２とを接
続した構成として説明したが、地下施設の状況によっては、ガス濃度センサ１１専用のサ
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テライトサーバ７、誘導手段１２専用のサテライトサーバ７のように、必要に応じてサテ
ライトサーバをガス濃度センサ用、誘導手段用とに分割して配置することもできる。
　なお、本発明に使用するガス濃度センサ１１、誘導手段１２、ならびに、本発明の対象
となる立坑、横坑の関連を模式的に、図１の下部に示す。この中で、一対のガス濃度セン
サ１１と誘導手段１２の管理範囲は、破線間の一区画とするものである。
また、本安全監視システム１で使用するメインサーバ２、サテライトサーバ７、ガス濃度
センサ１１ならびに誘導手段１２の各間の送・受信については詳述しないが、一般に使用
されている通信制御手段を利用する。
【実施例１】
【００２０】
　実施例１として、安全監視システム１の関連する処理手順を、システム面を中心に、図
２を基に説明する。
　ステップＳ１として、安全監視システム１の初期設定を行う。
　ステップＳ２として、メインサーバ２のキーボード等（図示せず）を利用して入力され
た立坑、横坑各所の位置データを空間位置データとして取込み、空間位置データマスタＭ
１として記憶する。
　ステップＳ３として、空間位置データを基に、各ガス濃度センサ位置を管理単位として
、異常が発生した場合の複数の避難ルートを計算し、有効な避難ルートを選択する、同時
に、その結果を、ガス濃度センサ位置毎に、区域別避難ルートとして区域別避難ルートマ
スタＭ２に登録する。
　ステップ１～ステップ３までの処理は、安全監視の対象となる立坑、横坑が、掘削等に
よって新たに発生すること等は無ければ、初期段階の処理のものを継続するが、立坑、横
坑等に変更があった場合には、新たに、変更部分の空間位置データの追加登録を行い、再
設定するものとする。
【００２１】
　これ以降は、日および時々刻々の管理となるが、
　ステップ４として、サテライトサーバ７を経由して受信したガス濃度センサ１１のガス
濃度情報を受信する。
　ステップＳ５として、受信したガス濃度データを、基準値として登録してある計測デー
タ基準値マスタＭ３との照合を行い、計測データが異常値かの判定を行う。
計測データが正常の場合には、ステップＳ４に戻り、つぎのガス濃度計測データの受信を
待つ。計測データが異常の場合には、何らかの事故発生判断し、ステップＳ６の処理に移
行する。
　ステップＳ６として、異常が発生したガス濃度センサの位置を空間位置状況ファイルＦ
１に記憶する。
　ステップＳ７として、空間位置状況ファイルＦ１と、区域別避難ルートマスタＭ２を取
込み、ガス濃度センサ設置位置毎に、避難ルートを選択する。
　ステップＳ８として、ステップＳ７の避難ルートに基づき、誘導手段１２単位に避難誘
導表示の設定を行う。
　ステップＳ９として、各誘導手段１２単位に、サテライトサーバ７に対して避難誘導表
示情報の送信を行う。
【００２２】
　異常の場合のステップのうち、その主となるステップＳ２の「空間位置データ取込み」
、ステップＳ３の「避難ルート設定」、ステップＳ６の「空間位置状況記録」ならびにス
テップＳ７の「避難ルート選択」について以下説明する。
【００２３】
〔空間位置データ取込み〕
　空間位置データ取り込みは、立坑ならびに横坑の関連をマトリックスとして登録するた
めの情報であり、その概略を図３に模式的に示す。
具体的には、図１の下部図を基に説明するが、一対のガス濃度センサ１１と誘導手段１２
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の管理範囲（区画）単位に関連ネットワークと避難坑を指定するものである。Ａ１区画は
、立坑Ｘを基準にして前区画が立坑のＸ、後区画がＡ２であり、避難坑として立坑側がＸ
，一時退避エリア側がＹとなる。以下、区画毎に、関連ネットワークおよび避難坑との関
係を記載したものであり、メインサーバ２のキーボード等（図示せず）を利用して入力さ
れたデータを、空間位置データマスタＭ１として取り込む。本処理は、読み込み、記憶の
一連の一般的な処理のため、詳述は割愛する。
【００２４】
〔避難ルート設定〕
　避難ルートの設定は、本発明が異常発生時の処理を目的としているため、考えられる避
難ルートの全てをあらかじめ設定しておくこととした。その処理フローを図４に示す。
本説明では、横坑ＮＯをＩ、区画ＮＯをＮ、区画内データをＫ（Ｉ，Ｎ）ならびに空間位
置データマスタＭ１のデータをＭ（Ｉ，Ｎ）として説明する。
　まず、ステップＳ３－１として、初期設定ならびに横坑ＮＯのＩ＝１、区画ＮＯのＮ＝
１として設定する。
　ステップＳ３－２として、Ｉが最大か、具体的には、横坑全てを終了したかの確認を行
い、到達しない場合には、Ｓ３－３ステップに移行し、到達した場合には、Ｓ３－８の終
了処理を行う。
　ステップＳ３－３として、Ｎが最大か、具体的には、横坑に配置されている区画のすべ
てを終了したか、いわゆる、一時退避エリアまで終了したかの確認を行う。該当する横坑
の区画全てが終了しない場合には、Ｓ３－４ステップに移行し、終了した場合には、Ｓ３
－７ステップに移行し、Ｉ＝Ｉ＋１の設定を行った後、ステップＳ３－２を繰り返し実行
する。
　ステップＳ３－４では、設定したＩとＮに該当する空間位置データＫ（Ｉ，Ｎ）と空間
位置データマスタＭ１のＭ（Ｉ，Ｎ）とを照合し、等しいものがない場合には、ステップ
Ｓ３－６の処理に移行し、Ｎ＝Ｎ＋１の処理の後、ステップＳ３－３の処理に戻る。等し
いものある場合には、空間位置データＫ（Ｉ，Ｎ）に空間位置データマスタＭ１のＭ（Ｉ
，Ｎ＋１）のデータを記憶し、同時に、区域別避難ルートマスタＭ２に記憶する。以上の
処理を繰り返し実行することで、全ての区画にたいする避難ルートを設定する。図４に示
すフローチャートは、ある区画の下流側（立坑と反対側である一時退避エリア側）につい
て記載したが、ある区画の上流側（立坑側）についても、Ｎを（－）側に設定することで
同様の区域別避難ルートマスタＭ２を作成することができる。
これらの処理の結果、作成された区域別避難ルートマスタＭ２の概念を図５に示す。この
図で、左半分が上流側（立坑側避難）、右半分が下流側（一時退避エリア側）を示してい
る。
【００２５】
〔空間位置情報記録〕
　空間位置情報記録は、前記区域別避難ルートマスタＭ２と同じ内容（複写した）の空間
位置状況ファイルＦ１に対して、現在、異常が検知された区画情報を記録するものであり
、その後の避難ルート選択用の基本データとして使用する。
具体的には、図５の区域別避難ルートマスタＭ２（実際には、この図５のデータが複写さ
れ、空間位置状況ファイルＦ１としたもの）の概念を使用して説明する。簡単な処理のた
め、詳細処理手順は割愛するが、例えば、"Ａ３"の区画でガス濃度異常が発生すると、空
間位置状況ファイルＦ１の全てのデータを検索し、立坑側避難データと、一時退避エリア
側データで"Ａ３"が記録されている区画データを全て消去する。その結果、"Ａ３"の区画
を使用しない避難ルートのみが残ることになり、これらを集めたものが、避難ルート候補
として存在することとなり、これらの結果を、空間位置状況ファイルＦ１として再度、記
録する。
【００２６】
〔避難ルート選択〕
　避難ルート選択について、図６を基に説明する。
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　まず、ステップＳ７－１として、避難ルート選択システムの初期設定を行う。
　ステップＳ７－２として、メインサーバ２のキーボード等（図示せず）を利用して入力
された避難ルート選択基準（避難距離を優先等）を避難ルート選択基準としてメインサー
バ2内のワークファイルに取込み、記憶する。この処理は、避難ルート選択基準の内容が
変更となるまで、メインサーバ2内のデータベース６内に記憶しておき使用するものであ
る。
　ステップＳ７－３として、前記図２のステップＳ４で取込んだガス濃度計測データ中の
ガス濃度データ異常となった横坑区画を特定し、特定した横坑区画によって空間位置デー
タマスタＭ１から避難対象区画を全て抽出する。ここでは、ガス濃度データ異常となった
区画を含む横坑のみを避難の対象とすることで説明する。ガス濃度データ異常となった区
画を含む横坑の近郊の上下いくつまでの横坑を対象とするとの設定であっても良い。
　ステップＳ７－４として、前記ステップＳ７－３で抽出した区画についての避難ルート
候補を、空間位置状況ファイルＦ１から抽出し、前記ステップＳ７－２で取込んだ避難ル
ート選択基準に対応するデータを演算する。本実施例では、避難距離を避難ルート選択基
準として説明する。
　ステップＳ７－５として、ステップＳ７－４で演算された避難距離と区画をキー項目と
して、区画＞避難距離の優先順位で整列する。
　ステップＳ７－６として、ステップＳ７－５で整列されたデータを基に、区画毎に最小
の避難距離のルートを避難ルートとして設定し、その後、ステップＳ７－７の終了処理を
行い、避難ルート選択の処理を終了する。
　なお、本避難ルート選択は、一般にナビゲーションシステム等で使用されているルート
選択の機能を利用することもできる
【００２７】
　ここで、本発明の基本データとなる計測データ基準値マスタＭ３について説明する。
計測データ基準値マスタＭ３は、図７に示すように、各種ガス毎に、酸欠あるいは中毒を
起こす等の限界値、あるいは、それに近い安全値を記憶したものである。具体的には、硫
化水素１０ｐｐｍ、一酸化炭素５０ｐｐｍ、メタン１０％ＬＥＬ、酸素１８％ＶＯＬ等で
あり、安全率を見越して基準値は変更しても良い。
　以上、安全監視システムの処理手順を中心にした内容を実施例1として説明した。
【実施例２】
【００２８】
　実施例２として、高レベル放射性廃棄物の地下貯蔵施設における立坑、横坑さらにはガ
ス濃度センサ、誘導手段等を中心にした内容を実施例２として、図８～図１１を基に説明
する。なお、符号については、サテライトサーバ７の台数に応じて、ａ、ｂ、ｃ・・の符
号を付した。
　図８においては、地下貯蔵施設における安全監視システム１は、地下貯蔵施設２１に適
用されたものであって、サテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃとメインサーバ２とを備える
。
地下貯蔵施設２１は、立坑２２と該立坑２２に連通されるように該立坑２２から水平に延
設された横坑２３とからなり、立坑２２内にはエレベータ２７を昇降自在に配置してある
とともに、横坑２３の最も奥側には、酸素供給手段としての酸素ボンベ２８を設置してあ
り、事故が起こったときには、最奥部が一時待避エリア２９として機能する。
　ここで、上述したサテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃは、横坑２３に分散配置してある
とともに、メインサーバ２は、地上に設置された観測所２４内に設置してあり、サテライ
トサーバ７ａ、７ｂ、７ｃ及びメインサーバ２は、立坑２２の地上出口近傍に配置されメ
インサーバ２がアクセス可能な無線ＬＡＮアクセスポイント２５と該アクセスポイントに
接続され立坑２２内に鉛直に敷設された光ファイバーケーブル２６とを含むネットワーク
を介して相互に接続してある。
【００２９】
　サテライトサーバ７ａは、横坑２３のうち、立坑２２に近い位置に設置してあり、該サ



(10) JP 5531242 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

テライトサーバ７ａに接続されたガス濃度センサ１１ａ及び誘導手段１２（本実施例では
誘導装置１２aと称す）を制御する制御部８ａと、ガス濃度センサ１１ａで計測された計
測データをメインサーバ２へ送信するとともにメインサーバ２から送信されてきた指示デ
ータを受信するＳ１送・受信部９ａを備える。また、ガス濃度センサ１１aからのガス濃
度データを受信し、かつ、誘導装置１２ａへの誘導表示情報を送信するＳ２送・受信部１
０aを備えている。
　サテライトサーバ７ｂは、横坑２３のほぼ中央に設置してあり、該サテライトサーバ７
bに接続されたガス濃度センサ１１ｂ及び誘導手段としての誘導装置１２ｂを制御する制
御部８ｂと、ガス濃度センサ１１ｂで計測された計測データをメインサーバ２へ送信する
とともにメインサーバ２から送信されてきた指示データを受信するＳ１送・受信部９ｂと
を備える。また、ガス濃度センサ１１ｂからのガス濃度データを受信し、かつ、誘導装置
１２ｂへの誘導表示情報を送信するＳ２送・受信部１０ｂを備えている。
　サテライトサーバ７ｃは、横坑２３のうち、立坑２２とは反対側に位置する最も奥側に
設置してあり、該サテライトサーバ７ｃに接続されたガス濃度センサ１１ｃ及び誘導手段
としての誘導装置１２ｃを制御する制御部８ｃと、ガス濃度センサ１１ｃで計測された計
測データをメインサーバ２へ送信するとともにメインサーバ２から送信されてきた指示デ
ータを受信するＳ１送・受信部９ｃとを備える。また、ガス濃度センサ１１ｃからのガス
濃度データを受信し、かつ、誘導装置１２ｃへの誘導表示情報を送信するＳ２送・受信部
１０ｃを備えている。
【００３０】
　ガス濃度センサ１１ａ、１１ｂ、１１ｃはそれぞれ、硫化水素、一酸化炭素、メタン及
び酸素の濃度を計測できるようになっている。
誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃは横坑２３の孔壁面に設置してあり、それぞれクライア
ントコンヒュータ７ａ、７ｂ、７ｃからの制御信号に応答して、避難方向又は一時待避方
向を示す矢印を切替自在に表示できるようになっている。かかる誘導装置１２ａ、１２ｂ
、１２ｃは例えばＬＥＤ電光掲示板で構成することができる。
【００３１】
　一方、メインサーバ２は、ガス濃度センサ１１ａ、１１ｂ、１１ｃで計測された計測デ
ータを該ガス濃度センサが設けられたガス計測用サテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃを介
して受信する受信部としてのＭ送・受信部５と、実施例１と同様の演算部３、Ｔ１～Ｔ６
の各種制御手段を収納した制御手段４ならびに外部記憶装置としてのデータベース６とを
備える。
　地下貯蔵施設２１の空間位置データは、地下貯蔵施設２１の三次元マップであり、立坑
２２及び横坑２３に関する水平２方向の座標と深さ方向の座標からなる三次元座標データ
とすればよい。
　演算処理部３では、ガス濃度センサ１１ａ、１１ｂ、１１ｃで計測された硫化水素、一
酸化炭素及びメタンの各計測データがそれぞれについて定められた上限値を上回っている
か、又は酸素濃度がその下限値を下回っているとき、その計測位置を危険エリアと定め、
該危険エリアを経由せずに立坑２２まで到達可能な避難ルートと、危険エリアを経由せず
に一時待避エリア２９まで到達可能な一時待避ルートを、空間位置データを用いて横坑２
３の任意位置ごとに検索、演算するようになっている。
【００３２】
　ここで、硫化水素の上限値は例えば１０ｐｐｍと定め、それを上回れば人体に危害が及
ぶとの基準を設けることができる。同様に、一酸化炭素であれば７ｃｐｐｍ、メタンであ
れば１０％ＬＥＬとそれぞれ定めることができる。
また、酸素の下限値は、例えば１８％ＶＯＬと定め、これを下回れば、入体に危害が及ぶ
との基準を設けることができる。（図７の計測データ基準値マスタＭ３を参照）
　また、Ｍ送・受信部８は、上述した検索結果に従った避難指示又は一時待避指示を指示
データとしてサテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃに送信する機能を有する。
　本実施形態に係る地下貯蔵施設２１における安全監視システム１においては、まず、サ
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テライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃに設けられたガス濃度センサ１１ａ、１１ｂ、１１ｃで
硫化水素、一酸化炭素、メタン及び酸素の濃度計測を継続的に行い、その計測データを、
サテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃのＳ１送・送信部９ａ、９ｂ、９ｃを介してメインサ
ーバ２に適当な時間間隔で送信する。
【００３３】
　次に、これらの計測データをメインサーバ２のＭ送・受信部５で受信し、演算処理部３
において、該計測データを上述した上限値又は下限値と比較し、計測データが上限値を上
回っておらず、かつ下限値を下回っていないときは、ガス濃度に関して良好な状態が維持
されていると判断し、次の計測データが送信されてくるまで待機する。
　一方、例えばガス濃度センサ１１ｂからの計測データのうち、硫化水素の濃度が上限値
を上回ったとき、演算処理部３において、これを異常事態と判断し、その計測位置、すな
わち、ガス濃度センサ１１ｂの設置位置を危険エリアと定めるとともに、該危険エリアを
地下貯蔵施設２１の空間位置データを用いて特定する。
図９（ａ）は、横坑２３のほぼ中央に設置されたガス濃度センサ１１ｂの近傍に危険エリ
アが設定された様子を示したものである。
【００３４】
　次に、演算処理部３において、危険エリアを経由せずに立坑２２まで到達可能な避難ル
ートと、危険エリアを経由せずに一時待避エリア２９まで到達可能な一時待避ルートを、
空間位置データを用いて横坑２３の任意位置ごとに検索する。
上述の例では、危険エリアの左側に拡がる範囲では立坑２２に向かう方向のルートが避難
ルートとして検索され、右側に拡がる範囲では最奥部に向かう方向のルートが一時待避ル
ートとして検索される。
　なお、本実施形態では、説明の便宜上、最も簡単な構成の地下貯蔵施設２１を例に挙げ
ているため、避難ルートや一時待避ルートは一目瞭然であるが、多数の立坑や横坑が複雑
に交錯している場合には、地下貯蔵施設２１の空間位置データを用いることで歩行距離を
算出しながら、演算処理部１０で最短ルートを検索することとなる。
次に、上述した検索結果に従った避難指示又は一時待避指示を指示データとしてサテライ
トサーバ７ａ、７ｂ、７ｃに送信する。
【００３５】
　上述の例で説明すると、横坑２３には全部で１０台の誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃ
が設置されているので、危険エリアに配置された２台を除き、左側に配置された４台の誘
導装置１２ａ、１２ｂには、立坑２２に向かう避難ルートを示す避難指示（左向きの矢印
）が表示され、右側に配置された４台の誘導装置１２ｂ、１２ｃには、一時待避エリア２
９に向かう一時待避ルートを示す一時待避指示（右向きの矢印）が表示されるように、サ
テライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃにそれぞれ指示データを送信する。
　すなわち、サテライトサーバ７ａには３台の誘導装置５ａに避難指示が表示されるよう
に指示データを送信し、サテライトサーバ７ｃには３台の誘導装置５ｃに一時待避指示が
表示されるように指示データを送信すればよい。また、サテライトサーバ７ｂには、４台
の誘導装置１２ｂのうち、最も左側の誘導装置１２ｂに避難指示が表示され、最も右側の
誘導装置１２ｂに一時待避指示が表示されるように指示データを送信すればよい。
　なお、中央の２台の誘導装置１２ｂについては、危険エリアに位置するため、避難指示
や一時待避指示は表示せず、危険エリアであることを例えば全面赤色で表示すればよい。
【００３６】
　次に、かかる指示データをサテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃのＳ１送・受信部９ａ、
９ｂ、９ｃで受信し、該サテライトサーバに接続された誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃ
を制御部８ａ、８ｂ、８ｃ、さらに、それに接続されたＳ２送・受信部１０ａ、１０ｂ、
１０ｃを作動させることで、上述した避難指示あるいは一時待避指示を誘導装置１２ａ、
１２ｂ、１２ｃに表示する。
図９（ｂ）は避難指示の一例を、図９（ｃ）は一時待避指示の一例をそれぞれ示したもの
である。
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　このようにすると、横坑２３の中央近傍で硫化水素が発生したとき、横坑２３の全ての
場所で避難指示又は一時待機指示が表示されるので、これに従って、行動すればよい。
【００３７】
　一方、硫化水素の発生がガス濃度センサ１１ａで検出された場合には、図１０（ａ）に
示すように、横坑２３の中央近傍ではなく、立坑２２に近い端部近傍に危険エリアが設定
され、該危険エリアの右側に位置する箇所すべてに対し、一時待避エリア２９に向かうル
－トが一時待避ルートとして検索されるので、該検索結果に従って、１０台の誘導装置１
２ａ、１２ｂ、１２ｃのうち、危険エリアに位置する最も左側を除く９台の誘導装置１２
ａ、１２ｂ、１２ｃに一時待避指示を表示する。
それに対し、硫化水素の発生がガス濃度センサ１１ｃで検出された場合には、図１０（ｂ
）に示すように、横坑２３の中央近傍ではなく、最奥部近傍に危険エリアが設定され、該
危険エリアの左側に位置する箇所すべてに対し、立坑２２に向かうルートが避難ルートと
して検索されるので、該検索結果に従って、１０台の誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃの
うち、危険エリアに位置する最も右側を除く９台の誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃに避
難指示を表示する。
濃度変動が検出されたガスの種類が硫化水素ではなく、一酸化炭素、メタン、酸素である
場合も上述したと同様であるので、詳維な説明は省略する。
【００３８】
　以上説明したように、本実施形態に係る地下貯蔵施設２１における安全監視システム１
によれば、作業員に危害が及ぶガスの濃度変動が検出されたときであっても、横坑２３の
どこにいようと、避難指示又は一時待機指示の知らせを速やかに受けることが可能となり
、上述したガスを原因とした事故を未然に防止することが可能となる。
　本実施形態では、サテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃにガス計測用サテライトサーバと
誘導用サテライトサーバの両方を兼用させる構成としたが、これに代えて、ガス濃度セン
サだけが設けられたサテライトサーバと誘導手段だけが設けられたサテライトサーバとで
サテライトサーバ全体を構成してもよい。
　また、本実施形態では、説明の便宜上、一本の立坑２２と該立坑２２に連通するように
水平に延設された一本の横坑２３とで構成されてなる地下貯蔵施設２１に適用した例を説
明したが、地下貯蔵施設２１の構造は任意である。
【実施例３】
【００３９】
　図１１は、地下貯蔵施設２１に代わる別の地下貯蔵施設５１を示したものであり、かか
る地下貯蔵施設５１は、互いに並設された２本の立坑５２、５６と該立坑からそれぞれ水
平に延段された横坑５３、５５と該横坑の反対側端部を直交方向に相互接合する横坑５４
とからなる。
かかる地下貯蔵施設５１においても上述した実施形態と同様、コの字平面状に連続形成さ
れた横坑５３、５４、５５にサテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄ・・・を適宜分散
配置し、該サテライトサーバにガス濃度センサ１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄ・・・を
それぞれ接続するとともに、誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、１２ｄ・・・をそれぞれ
接続する。なお、ｄ以下の添字を付けた構成については、ａ、ｂ、ｃの添字を付けた実施
形態の構成に準じて同様に構成されるものであって、詳細な説明についてはこれを省略す
る。
　かかる構成において例えば横坑５３の中央近傍でガスの濃度変動が検出された場合、ま
ず、同図に示すようにその位置を危険エリアとして演算処理部３で定める。
次に、演算処理部３でルート検索を行い、その結果として、危険エリアから立坑５２まで
の範囲においては、立坑５２に向かうルートが第１の避難ルートして検索され、危険エリ
アから横坑５４及び横坑５５を経て立坑５６までの範囲においては、立坑５６に向かうル
ートが第２の避難ルートとして検索される。
次に、この検索結果に従った避難指示を指示データとしてサテライトサーバ７ａ、７ｂ、
７ｃ、７ｄ・・・に送信する。
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一方、サテライトサーバ７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄ・・・側では、かかる指示データに応答
する形で、すなわち、危険エリアから立坑５２までの範囲においては、第１の避難ルート
が表示され、危険エリアから横坑５４及び横坑５５を経て立坑５６までの範囲においては
、第２の避難ルートが表示されるように、誘導装置１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、１２ｄ・・
・を制御部８ａ、８ｂ、８ｃ、８ｄ・・・でそれぞれ制御する。
【符号の説明】
【００４０】
１　安全監視システム
２　メインサーバ
３　演算処理部
４　制御手段
５　Ｍ送・受信部
６　データベース
７、７ａ、７ｂ、７ｃ、・・　サテライトサーバ
８、８ａ、８ｂ、８ｃ、・・　制御部
９、９ａ、９ｂ、９ｃ、・・　Ｓ１送・受信部
１０、１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・　Ｓ２送・受信部
１１、１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、・・　ガス濃度センサ
１２、１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、・・　誘導手段（誘導装置）
２２、５２、５６　立坑
２３、５３、５４、５５　横坑
２５　無線ＬＡＮアクセスポイント
２８　酸素ボンベ（酸素供給手段）
２９　一時退避エリア

【図１】 【図２】
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【図７】
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【図９】

【図１０】
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